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研究成果の概要：歴史的研究，調査研究，実験的研究の３分野に分かれて音楽科に求められる
「学力」について検討し，音楽学力に関する幅広い議論を積み上げるための基礎づくりをおこ
なった。歴史的研究では，①戦後の文部省研究指定校や研究実験校，調査協力校に関する報告
書・資料集の収集，②調査対象地域及び対象県の選定とフィールドワークを主とした実態把握
を中心に研究を進めた。調査研究では，①全国の元音楽教師，現役音楽教師を対象とした質問
紙調査の実施，②調査対象者並びに対象グループの選定とインタビューを主とした聞き取り調
査の実施を中心に研究を進めた。実験的研究では，①音楽能力調査及び学力検査の追試と分析，
②国際比較に基づく児童・生徒の音楽学力の実態把握，③新音楽学力調査問題の開発作成をお
こなった。 
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１．研究開始当初の背景 
(1)小・中学校の教育現場では現行学習指導
要領（平成 11 年告示）が示されて以来，子
ども達の学力低下について活発な議論が展
開されてきたが，この議論の対象となってい
るのは主要教科に関してであり音楽学力は
議論の対象外とされてきた。しかし子ども達
の視唱力，読譜力といった基礎的な学力低下
に関する危機感は，他教科と同様に音楽でも
顕在化している。 
(2)教科「音楽」に山積する諸課題への解決

策を提案するためにはまず，「音楽科におい
て求められる学力とは何か」を具体的に示す
必要がある。そのためには，①行政及び教育
現場で検討されてきた音楽学力と，②生涯学
習として求められている音楽学力の両視点
を視野に入れながら，研究を進めなければな
らない。 
 
２．研究の目的 
(1)小学校児童を対象とした音楽学力の実態
を明らかにする。 
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(2)戦後の音楽科の学力観の変遷について歴
史的な視点から解明し，現役教師・元教師・
研究者・関係諸氏へのインタビュー，国際比
較による調査研究をおこなうことにより，音
楽学力に関する体系的な理論構築を試みる。 
(3)新音楽適性テストの開発をおこなう。 
 
３．研究の方法 
(1)歴史的研究，調査研究，実験的研究の３
分野の研究成果を有機的に関連させながら，
統合しつつ進めた。  
(2)歴史的研究では「音楽学力」及び「基礎・
基本」に関する教科書記述の変遷について，
文部省指定校となった複数の小学校を対象
にフィールドワークをおこなった。報告書や
基礎的資料，関連書類の収集をおこない，詳
細な資料分析をおこなった。  
(3)調査研究では全国の小学校 1600 校，中学
校 1000 校を対象に質問紙調査を実施して，
最近の子どもと 10 年以上前の子どもの学力
について比較検討した。併せて，調査結果か
ら引き出された個別の課題についてインタ
ビューを主とした聞き取り調査を実施し，詳
細な検討をおこなった。 
(4)実験的研究では複数の小学校の授業観察
をおこない，その結果をもとに音楽学力テス
ト（音楽授業によって獲得される学力）と音
楽適性テスト（音楽授業以前の生得的な学
力）問題の開発作成をおこなった。テスト項
目の妥当性・信頼性の検証のために国際比較
をおこなった。 
 
４．研究成果 
(1)フィールドワークを主とした実態把握，
学力観に関する種々の報告書及び資料集の
収集分析をおこなった歴史的研究の結果，地
方によって学力観に対する関心度にかなり
の違いがあること，統一テストの実施等につ
いても行政側に温度差のあることが明らか
にされた。  
(2)調査研究では，全国の元音楽教師・現役
音楽教師（小学校 1600 校，中学校 1000 校）
を対象に質問紙調査を実施した。音楽学力が
どのように変化しているか，具体的にどの分
野で低下（あるいは不足）していると感じて
いるか，また音楽の授業内容へのコメント等
についても意見を聴取した。その結果，①小
中学校とも全体的な音楽の力はやや不足気
味であり，②「楽譜を読む力」が不足してい
ること，③歌のレパートリーが不足している
こと，④歌声の質の低下などが指摘された。
しかし，10 年以上前の子ども達と比較した結
果，音楽の力が低下したと回答している割合
は３割弱であり，大多数はあまり変わらない
ととらえていることも明らかになった。  
(3)実験的研究では，これまでに市販されて
いるさまざまな音楽テストの追試ならびに

問題分析をすると共に，海外の研究者達と意
見交換をおこない，新しい音楽学力テストの
開発に向けて音楽テスト項目の選出と検討
をおこなった。その結果，①テスト項目の選
出にあたって音楽適性（musical aptitude）
と音楽学力（musical achievement）を明確
に分ける必要があること，②適性テストの項
目はピッチパターン（旋律），リズム，音色，
音高，大きさの５種類が最低限必要であるこ
と，③音刺激は西洋音楽のみに偏らないよう
に配慮し，④テスト項目の妥当性・信頼性の
検証に関しては国際比較が必要であること
が確認された。 
 これらを踏まえて「新アジア版音楽適性テ
スト」の作成をおこない，小学生を対象に予
備実験を繰り返しながら，各テスト項目それ
ぞれの修正・検討をおこなった。西洋音楽の
枠組みだけにとどまらず，日本風音楽，無調
風音楽を取り入れた。使用した楽曲はすべて
新しく作曲したオリジナルのものであり，演
奏楽器として，弦楽器，打楽器，コーラスな
ど様々なものを使用した。音源作成にあたっ
ては，楽譜作成ソフトウエア「Finale2007」
で各楽曲の楽譜を作成し，オーディオファイ
ル（WAVE）で保存したものをもとに編集・加
工を行った。 
 以下，最終版の各項目の問題別の成績を図
に示す。 

 

 

図１ Timbre(音色)の問題別正答率 

 

図２ Time(リズム)の問題別正答率 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ Pitch(音高)の問題別正答率 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ Loudness(音の大きさ)の問題別正答率 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ Melody(旋律イメージ)の問題別正答率 
 

 被験者となった小学校３年生から６年生
の全データの平均値をもとに，各テスト項目
のすべての問題（20 問）の正答率の分布傾向
を調べたところ，図１から図５に示したよう
に問題によって難易度がさまざまであるこ
とが明らかにされた。 
 特に，8分音符や 16 分音符などの細分化さ
れたリズムの問題や，いろいろな音符が混ざ
った複雑なリズムの際に，微細なリズムの変
化をとらえるのが難しいこと（図２），微小
な大きさの変化をとらえるのが難しく（図
４），また「同異」よりも「似ている」と判
断するのはかなり難しかったことが推測で
きる（図５）。図５に示した Melody（旋律イ

メージ）の問題では，旋律の骨格となる原型
（プロトタイプ）を正しく記憶し，提示され
た旋律と比較しなければならず，骨格以外の
装飾音の箇所（位置）や音数，装飾音の動き
に惑わされて，原型を見抜くことが難しかっ
たようである。 
 全問題を通して，低学年よりは高学年の方
が成績が良いこと（図６と図７），男子より
も女子の方が成績得点がやや高く，SD が小さ
い（分布が狭い）ことが明らかにされたが，
学校以外の音楽経験との間にあまり相関が
認められず，教師の音楽評価との間にも目立
って強い相関が認められなかった（表１）。  
なお，台湾および香港の児童たちの結果は，
問題項目による違いはあるものの，相対的に
日本の児童たちとほぼ同じような回答傾向
にあることが示された。 
 

 
図６ 小学３年生各テスト項目の得点分布 

 

図７ 小学６年生各テスト項目の得点分布 

 
表１ 音楽適性テストと教師の音楽評価との相関 
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